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第１節 基本構想策定の目的 

柳泉園組合（以下「本組合」という。）は、清瀬市、東久留米市及び西東京市（以

下「関係市」という。）から発生する一般廃棄物を共同で処理するため、昭和 35 年

９月に設置された一部事務組合です。 

本組合では、可燃ごみを焼却処理する「柳泉園クリーンポート」、不燃ごみ及び粗

大ごみを破砕・選別処理する「不燃・粗大ごみ処理施設」、びん、缶、ペットボトル

の中間処理を行う「リサイクルセンター」、し尿を下水道排除基準以下に処理する

「し尿処理施設」を所有し、適正かつ継続的なごみの処理・資源化を行っています。 

本組合ではこれまで、各施設の整備等を適切に実施し健全な状態に維持するとと

もに、処理品目やごみ量等の変化にも対応してきましたが、現在「柳泉園クリーン

ポート」は稼動から 24 年、「不燃・粗大ごみ処理施設」は 50 年、「リサイクルセ

ンター」は 31 年が経過しており、近年では施設の老朽化による運転効率の低下、

処理能力に対する実処理量の減少に加え、労働環境への懸念等も生じている状況で

す。 

新清掃施設整備基本構想（以下、「本構想」）では、「柳泉園クリーンポート」、「不

燃・粗大ごみ処理施設」、「リサイクルセンター」の３施設を対象として、施設の現

況や社会的な動向等を踏まえ、ごみ処理の現状及び課題を整理し、今後の施設更新

に向けた方向性を示すことを目的とします。 
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第２節 ごみ処理の現状と課題 

１. 対象施設概要 

対象施設の概要を表 2-1-1～表 2-1-3 に、組合敷地内の配置図を図 2-1-1 に示

します。 

 

表 2-1-1 柳泉園クリーンポート施設概要 

施 設 名 称 柳泉園クリーンポート 

建 築 面 積 工場棟：約 6,496 ㎡ 管理棟：約 978 ㎡ 

延 床 面 積 工場棟：約 20,698 ㎡ 管理棟：約 2,939 ㎡ 

処 理 能 力 315t/日（105t/日×３炉） 

焼 却 炉 形 式 全連続燃焼式火格子焼却炉 

発 電 能 力 最大 6,000kW（蒸気タービン発電） 

施 設 稼 働 年 度 平成 12 年 11 月 

設

備

内

容 

受入・供給設備 
ピットアンドクレーン 

可燃性粗大ごみ破砕（5t/日） 

燃 焼 設 備 ストーカ式焼却炉 

燃焼ガス冷却設備 廃熱ボイラ 2.65MPa、296℃ 

排ガス処理設備 乾式消石灰・活性炭噴霧＋バグフィルタ＋脱硝反応塔 

余 熱 利 用 設 備 発電及び場内浴場施設等 

通 風 設 備 平衡通風方式、空気予熱器、送風機器 

灰 出 し 設 備 場外搬出（主灰、飛灰） 

給 水 設 備 上水、井水、再利用水 

排 水 処 理 設 備 凝集沈殿、砂ろ過 

電 気 設 備 特別高圧受電（66kV）２回線（本線、予備）、非常用発電機 

計 装 設 備 分散型制御システム 

雑 設 備 見学者説明設備 

煙 突 高 100m 

構 成 施 設 
焼却施設、検量棟、洗車棟、外構設備 
（検量棟及び外構設備は他施設と供用） 
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表 2-1-2 不燃・粗大ごみ処理施設概要 

施 設 名 称 不燃・粗大ごみ処理施設 

建 築 面 積 約 387 ㎡ 

処 理 能 力 50t/5h 

施 設 稼 働 年 度 
昭和 50 年 2 月 
昭和 59 年 3 月 改造（１回目） 
昭和 61 年 2 月 改造（２回目） 

設

備

内

容 

受 入 設 備 ごみピット、投入ホッパ、油圧押込装置 

供 給 装 置 コンベヤ 

破 砕 設 備 竪型リンググラインダ式破砕機 

磁 選 装 置 磁選機 

可燃・不燃分別装置  トロンメル選別機（回転ふるい） 

集 じ ん 装 置 サイクロン、バグフィルタ、排風機 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1-2 不燃・粗大ごみ処理施設フロー 
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表 2-1-3 リサイクルセンター施設概要 

施 設 名 称 リサイクルセンター 

建 築 面 積 約 1,560 ㎡ 

処 理 能 力 
缶類  10t/5h 
びん類 15t/5h 
ペットボトル（古紙・布類） 28.5t/5h（40t/5h） 

施 設 稼 働 年 度 平成 5 年 10 月 

設
備
内
容 

缶類ライン 

受 入 供 給 設 備 受入ヤード、受入ホッパ、コンベヤ 

選 別 装 置 磁選機、アルミ選別機 

圧 縮 装 置 鉄プレス機、アルミプレス機 

びん類ライン 

受 入 供 給 設 備 コンベヤ、反転装置 

選 別 設 備 手選別装置（ターンテーブル） 

搬 送 設 備 コンベヤ 

貯 留 設 備 カレット貯留場、不燃物貯留ヤード 

ペットボトルライン 

受 入 供 給 設 備 ペットボトル受入ヤード、受入ホッパ、コンベヤ 

圧 縮 装 置 圧縮梱包機 

貯 留 設 備 ペットボトル圧縮梱包品貯留ヤード 

集じん・脱臭設備 

集 じ ん 装 置 バグフィルタ 

脱 臭 装 置 活性炭方式 
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２. 処理状況 

（１）搬入実績 

本組合のごみ処理フローを図 2-2-1 に、令和元年度から令和５年度の区分別搬

入量を表 2-2-1～表 2-2-2 及び図 2-2-2～図 2-2-4 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-1 ごみ処理フロー 
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表 2-2-1 ごみ区分別搬入量 

項目/年度 R1 R2 R3 R4 R5 

組
合 

人口（１月１日時点） （人） 396,677 397,959 397,844 397,417 397,007 

焼却処理量 （ｔ） 69,145 70,191 68,506 66,443 64,746 

ごみ搬入量（総量）※ （ｔ） 70,635 72,067 70,209 68,435 66,912 

  家庭ごみ （ｔ） 55,077 57,849 55,609 53,552 52,126 

    可燃ごみ （ｔ） 47,369 48,849 47,632 46,003 44,396 

    不燃ごみ （ｔ） 6,749 7,708 6,643 6,370 6,487 

    粗大ごみ （ｔ） 842 1,164 1,213 1,066 1,134 

    有害ごみ （ｔ） 117 128 121 113 109 

  事業系可燃ごみ （ｔ） 15,558 14,218 14,600 14,883 14,786 

清
瀬
市 

人口（１月１日時点） （人） 74,636 74,905 74,948 74,702 74,596 

ごみ搬入量 （ｔ） 14,069 14,231 13,383 13,149 12,833 

  家庭ごみ （ｔ） 11,407 11,632 10,882 10,547 10,117 

    可燃ごみ （ｔ） 9,806 9,816 9,404 9,081 8,735 

    不燃ごみ （ｔ） 1,420 1,614 1,301 1,271 1,205 

    粗大ごみ （ｔ） 156 173 151 171 152 

    有害ごみ （ｔ） 26 29 25 24 24 

  事業系可燃ごみ （ｔ） 2,662 2,599 2,501 2,602 2,717 

東
久
留
米
市 

人口（１月１日時点） （人） 116,916 117,007 117,091 116,839 116,512 

ごみ搬入量 （ｔ） 22,519 22,959 22,705 22,319 21,833 

  家庭ごみ （ｔ） 16,365 17,249 16,656 16,214 15,939 

    可燃ごみ （ｔ） 14,211 14,712 14,431 14,078 13,633 

    不燃ごみ （ｔ） 1,858 2,185 1,891 1,816 1,967 

    粗大ごみ （ｔ） 259 313 297 285 303 

    有害ごみ （ｔ） 37 39 38 35 35 

  事業系可燃ごみ （ｔ） 6,154 5,710 6,049 6,105 5,894 

西
東
京
市 

人口（１月１日時点） （人） 205,125 206,047 205,805 205,876 205,899 

ごみ搬入量 （ｔ） 34,047 34,877 34,120 32,967 32,246 

  家庭ごみ （ｔ） 27,305 28,968 28,071 26,791 26,071 

    可燃ごみ （ｔ） 23,353 24,321 23,797 22,844 22,028 

    不燃ごみ （ｔ） 3,471 3,908 3,451 3,283 3,314 

    粗大ごみ （ｔ） 427 679 765 610 678 

    有害ごみ （ｔ） 54 60 57 53 50 

  事業系可燃ごみ （ｔ） 6,742 5,909 6,050 6,176 6,175 

※ 組合のごみ搬入量は、三市の各項目合計値としている（端数処理により完全には一致しない）。 
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表 2-2-2 資源物搬入量 

項目/年度 R1 R2 R3 R4 R5 

組
合 

人口（１月１日時点） （人） 396,677 397,959 397,844 397,417 397,007 

資源物量※１ （ｔ） 5,220 5,505 5,252 4,985 4,794 

  缶類 （ｔ） 1,057 1,175 1,166 1,130 1,069 

  びん類 （ｔ） 3,136 3,372 3,276 3,074 2,928 

  ペットボトル※２ （ｔ） 1,026 958 810 782 797 

清
瀬
市 

人口（１月１日時点） （人） 74,636 74,905 74,948 74,702 74,596 

資源物量 （ｔ） 1,048 1,066 959 875 847 

  缶類 （ｔ） 208 222 218 215 203 

  びん類 （ｔ） 555 601 594 549 521 

  ペットボトル （ｔ） 285 169 0 0 0 

東
久
留
米
市 

人口（１月１日時点） （人） 116,916 117,007 117,091 116,839 116,512 

資源物量 （ｔ） 1,218 1,306 1,251 1,192 1,126 

  缶類 （ｔ） 338 388 371 355 339 

  びん類 （ｔ） 880 919 880 836 787 

  ペットボトル （ｔ） 0 0 0 0 0 

西
東
京
市 

人口（１月１日時点） （人） 205,125 206,047 205,805 205,876 205,899 

資源物量 （ｔ） 2,954 3,206 3,188 3,030 2,944 

  缶類 （ｔ） 511 565 577 559 527 

  びん類 （ｔ） 1,702 1,852 1,801 1,688 1,620 

  ペットボトル （ｔ） 741 789 810 782 797 

※１ 組合の資源物量は、三市の各項目合計値としている（端数処理により完全には一致しない）。 

※２ 令和３年度以降、ペットボトルの搬入は西東京市分のみとなっている。 
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図 2-2-2 可燃ごみ搬入量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-3 不燃・粗大・有害ごみ搬入量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-4 資源物搬入量の推移 
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（２）ごみ質 

① 可燃ごみ 

直近５年間における可燃ごみの三成分、発熱量及び物理組成を表 2-2-3、図

2-2-5～図 2-2-7 に示します。 

 

表 2-2-3 可燃ごみの三成分、発熱量及び物理組成実績（各年度平均値） 

項目/年度 R1 R2 R3 R4 R5 平均 

三成分 

水分 （％） 42.0 40.0 44.9 48.0 47.1 44.4 

可燃分 （％） 52.4 53.2 48.7 47.2 48.2 49.9 

不燃分 （％） 5.6 6.8 6.4 4.8 4.7 5.7 

低位発熱量 (kJ/kg) 10,678 11,525 10,953 11,063 9,680 10,780 

物
理
組
成
（
乾
） 

可
燃
分 

紙類 （％） 42.1 33.9 24.6 37.0 39.5 34.4 

プラスチック （％） 22.0 24.2 20.7 22.7 18.1 22.4 

厨芥 （％） 9.2 10.5 16.0 17.5 15.6 13.3 

木・草 （％） 8.4 11.5 23.2 13.6 12.9 14.2 

繊維類 （％） 7.8 12.4 8.8 5.4 9.3 8.6 

その他 （％） 7.6 4.5 3.7 2.7 3.0 4.6 

小計 （％） 97.1 97.0 97.0 98.9 98.4 97.5 

不
燃
分 

金属類 （％） 2.5 1.8 2.6 0.4 1.6 1.8 

石・ガラス類 （％） 0.4 1.2 0.4 0.7 0.0 0.7 

小計 （％） 2.9 3.0 3.0 1.1 1.6 2.5 

計 （％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-5 可燃ごみ物理組成（乾ベース） 
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図 2-2-6 可燃ごみ三成分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-7 低位発熱量の推移 
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② 不燃ごみ 

直近５年間における不燃ごみの物理組成を表 2-2-4、図 2-2-8 に示します。 

 

表 2-2-4 不燃ごみ物理組成（各年度平均値） 

項目/年度 R1 R2 R3 R4 R5 平均 

不
燃
分 

鉄類 （％） 7.9 8.7 9.0 9.7  9.9 8.8 

非鉄類 （％） 8.5 9.1 6.4 6.3  5.6 7.6 

ガラス類 （％） 5.9 7.6 6.2 7.6  7.4 6.8 

不燃雑物 （％） 21.1 21.9 26.3 23.1  20.9 23.1 

小計 （％） 43.4 47.3 47.9 46.7 43.8 46.3 

可
燃
分 

プラスチック （％） 43.1 38.0 39.0 41.4  43.8 40.4 

厨芥 （％） - - - - - - 

可燃雑物 （％） 13.5 14.7 13.1 11.9  12.4 13.3 

小計 （％） 56.6 52.7 52.1 53.3 56.2 53.7 

計 （％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-8 不燃ごみ物理組成 
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３. 課題の抽出 

（１）施設の老朽化 

廃棄物処理施設は、高温・多湿や腐食性の環境にさらされる箇所が多く、機械

的な運動・振動等により摩耗や劣化が進みやすいため、他の都市施設と比較して

施設全体の耐用年数が短いとされています。 

耐用年数について明確な規定はないものの、従来は設備機器類の劣化を理由に

20 年程度で施設全体を廃止する例が多く見られました。しかし近年では、適切な

保全計画の策定や基幹的設備改良工事の実施により、20 年以上稼働を続ける施設

も増加しています。ただし、延命化工事や基幹的設備改良工事による機能回復に

も限界があるうえ、日々環境に関する法令・基準値等の見直しや新技術の開発・

導入等が進むことからも、35 年以上継続して使用される例は少ないのが現状です。 

廃棄物処理施設の整備事業は、建設工事や事業費の規模が非常に大きく、事前

調査や計画策定、手続き等に多くの時間を要します。そのため、計画の立案から

新施設の稼働開始までには、少なくとも 10 年前後の期間を見据える必要があり

ます。この間にも既存施設の老朽化が進み、施設の故障・停止リスクや補修・修

繕費が増加し続けるため、施設の老朽化が顕著化する前の段階で、次期施設整備

に向けた検討を始めることが望ましいと言えます。 

本組合施設の稼働年数について、全国の施設稼働状況との比較を図 2-3-1～図

2-3-3 に示します（環境省一般廃棄物処理実態調査 令和 6 年度調査結果を基に

集計）。 

  



 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-1 ごみ焼却施設稼働状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-3-2 不燃・粗大ごみ処理施設稼働状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※びん類・缶類・ペットボトルのいずれかを処理対象としている資源化施設 

図 2-3-3 リサイクルセンター稼働状況 



 

17 

（２）搬入量・搬入品目の変化 

近年、人口減少や生活様式の変化、関連法令の制定・改定に伴う分別区分やリ

サイクル手法の変化等により、組合に搬入されるごみ・資源物の量や品目にも大

きな変化が生じています。 

搬入量及び品目の設計条件とのかい離は、処理効率の低下や運転管理負担の増

加のみならず、発電効率の低下による経済的損失や、リチウムイオン電池やスプ

レー缶といった不適物の混入による火災・爆発事故の発生にも繋がっています。 

今後長期にわたって安定的かつ合理的な処理を継続し、施設の安全性を維持す

るためにも、施設規模及び設計条件の見直し・適正化が必要と考えられます。 

各施設の設計条件に対する現在の処理・稼動状況を表 2-3-1 に示します。 

 

表 2-3-1 品目別処理・稼動状況（設計条件との比較） 

項目 
施設規模 

想定最大 

  処理量※１ 

R5 搬入量 

（処理量） 

（t/日） （t/年） （t/年） （％） 

焼却施設 315 91,350 64,746 70.9 

不燃ごみ（有害ごみ含む） 

50 13,000 

6,596 

59.5 

粗大ごみ 1,134 

缶類 10 2,600 1,069 41.1 

びん類※２ 15 3,900 2,500 64.1 

ペットボトル※3 28.5 7,410 797 10.8 

※１ 焼却施設は年間稼動日数を 290 日、不燃・粗大ごみ処理施設及びリサイクルセンターは 260 

日として算出。 

※２ 搬入量の実績にはカゴの重量が含まれるため、資源化量の実績を記載。 

※３ 令和 6 年度現在、ペットボトルは西東京市からのみ搬入されている。 
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第３節 施設整備にあたっての基本方針 

施設整備にあたっての基本方針を以下に示します。 

 

① 安全・安心で安定的な処理が可能な施設 

地域住民の方が安心して生活でき、施設関係者が安全に働くことができる施

設を目指します。 

 

② 循環型社会形成に寄与する施設 

ごみの減量化や資源利用・資源循環を適切かつ効果的に行う、環境負荷の少

ない施設を目指します。 

 

③ 災害への対応が可能な拠点として活用できる施設 

災害が発生した場合でもごみ処理を継続し、災害廃棄物の処理についても対

応するとともに、地域の防災拠点となる施設を目指します。 

 

④ 環境や景観に配慮した地域と共存する施設 

自然豊かな地域の景観を尊重するとともに、騒音・振動・悪臭等の公害防止

基準を遵守し、地域で愛される施設を目指します。 

 

⑤ 経済性に優れた施設 

整備内容や処理方式を最適化し、効率的な維持管理を行うことで、ライフサ

イクルコストの抑制を意識した施設を目指します。 

 

⑥ 地球温暖化抑制とエネルギー問題に貢献する施設 

化石燃料由来のエネルギーの使用を抑制し、ごみからクリーンなエネルギー

を効率的に回収し、活用するとともに、将来的な脱炭素社会の実現に貢献でき

る施設を目指します。 

 

⑦ 環境学習機能を有する施設 

ごみの処理や資源化、エネルギー創出等の環境分野に関する知識や情報を、

多様な視点で発信する環境学習機能を有する施設を目指します。 
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第４節 施設整備基本構想 

１. 施設整備の方向性 

（１）施設整備にあたっての前提条件 

施設更新にあたっては、廃棄物処理施設整備に関する交付金等制度の活用を想

定し、交付要件に該当する設備を備えた施設として整備を行うものとします。 

 

（２）各施設の整備方針 

対象 3 施設について、施設ごとの整備方針を以下に示します。 

 

① 可燃ごみ処理施設 

循環型社会の形成に寄与するため、より高効率で環境負荷の少ないエネルギ

ー回収施設として整備することを目標とします。また、IoT や AI による自動

化・無人化や、機器及び設備の高効率化による安全性・安定性の向上に加え、

先進的な技術の導入により、脱炭素社会の形成に貢献可能な付加価値を備えた

施設の整備を目指します。 

 

② 不燃・粗大ごみ処理施設 

本組合の不燃・粗大ごみ処理施設は、東京都内で稼働している 23 施設中、

最も古い施設となっています。近年施設の老朽化に加え、リチウムイオン電池

やスプレー缶などの不適物の混入による火災・爆発により、施設の稼動が停止

する事態も過去に度々生じていることから、より安全な処理方法を検討します。 

また、半屋外での作業であり、作業員の労働環境についても改善が望まれる

状況であることから、可能な限り早期の施設更新を目指します。 

破砕処理は焼却の前処理施設としての役割が大きいことから、可燃ごみ処理

施設との一体的な整備を行う方針とします。 

 

③ リサイクルセンター 

施設の老朽化に加え、竣工当初と比較して搬入量が減少し、処理対象物にも

変化が生じていることから、施設更新に際しては品目別の処理能力の見直しに

加え、搬入品目についても改めて整理します。 
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（３）ペットボトル及びプラスチック製廃棄物の中間処理設備について 

近年の国際社会において、海洋プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国

による廃棄物輸入規制の強化などへの対応が課題となる中、国内におけるプラス

チック資源の循環を一層促進する重要性が高まっていることから、令和 4 年度よ

り「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」（以下「プラ新法」とす

る。）が施行されました。 

今後、新清掃施設の整備を交付金の対象事業として進めるためには、これまで

不燃ごみとして回収されていたプラスチック使用製品（製品プラスチック）につ

いても、新たに分別・収集及び中間処理を行う必要があります。 

しかし、現時点では分別・収集の方針がまだ固まっていないため、現在本組合

への搬入がない清瀬市及び東久留米市のペットボトル、並びに 3 市の容器包装プ

ラスチック等の取扱いも含め、令和 8 年度までに関係市間で協議を行い、決定す

る必要があります。 

本構想において用地や事業費等を検討するにあたり、施設規模が過小となるこ

とを避けるため、将来的に排出が見込まれる関係市のペットボトル、容器包装プ

ラスチック及び製品プラスチックの全量を搬入・処理する場合を想定し、必要と

なる処理能力及びその他の条件について整理を進めてまいります。 
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【プラ新法とは】 

令和 4 年 4 月より施行されている「プラスチックに係る資源循環の促進等に関

する法律」の通称であり、その第 5 章・第 31 条において、「市町村は、その区域

内におけるプラスチック使用製品廃棄物の分別収集及び分別収集物の再商品化に

必要な措置を講ずるよう努めなければならない」とされています。具体的には、

自治体がプラスチック使用製品廃棄物の分別の基準を策定し、その基準に従って

適正に分別・排出するよう市民に周知することに加え、プラスチック使用製品廃

棄物の再商品化について、自治体が中間処理したのち日本容器包装リサイクル協

会（容リ協）経由で再商品化を行う「容リ協ルート」、あるいは自治体と再商品化

事業者が連係して再商品化計画を作成する「大臣認定ルート」のどちらかを選択

し、自治体主導でプラスチックの分別収集・再商品化を行うことが求められてい

ます。 

また、循環型社会形成推進交付金の交付要綱においても、プラスチック資源の

分別収集及び再商品化に係る実施内容を地域計画に含めることが義務付けられて

います。 

プラ新法の概要を図 4-1-1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】環境省「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律(プラ新法)の普及啓発ページ」 

図 4-1-1 プラ新法の概要 
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２. 基本条件の整理 

（１）事業主体 

事業主体は、清瀬市、東久留米市及び西東京市の３市を組織市とした、本組合

とします。 

整備事業にあたっては、方針の決定や各種計画の策定について、４団体の間で

合意を図りつつ進めるものとします。 

また、ごみの区分ごとの処理方法及び施設能力、処理方式等については、今後

策定される各種計画にも反映するものとします。 

 

（２）更新予定地 

新施設の整備地については、本組合敷地内を前提とし、新たに用地の選定・確

保等は行わないものとします。 

なお、新施設（建屋）の建設にあたっては、関係市である東久留米市内を想定

するものとし、正門正面の公道を挟んだ林部分の敷地については、公道を挟むこ

とにより動線の設計や計量管理等が複雑化することが予想されるため、本構想に

おいて施設の更新予定地からは除くものとします。 

更新対象施設及び更新予定地の概略図を図 4-2-1 に示します。 
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（３）計画目標年次 

新清掃施設の竣工目標年度は、採用する整備手法等により前後する可能性はあ

りますが、現時点で想定される計画・工事期間や現施設の状況等を勘案し、令和

18 年度末としています。 

今後人口の減少やごみ減量の推進等により、各品目の処理量についても長期的

に減少傾向が続く可能性が高いため、更新後の処理量は施設稼働年時点が最大と

なることが予想されます。 

よって本構想においては、新施設の供用開始予定年度である令和 19 年度を計

画目標年次とします。 

なお、施設規模を算定する上では、計画目標年次である令和 19 年度を 1 年目

として、7年目にあたる令和25年度までの発生量について将来推計を行います。 

 

（４）処理品目の設定 

本構想においては、今後組合に搬入される可能性がある全ての品目を処理対象

物とし、施設規模が最大となる試算の下で検討を行います。 

本構想において想定する処理対象物を、現在の処理状況とともに表 4-2-1 に示

します。 

実際の処理品目や具体的な収集区分等については、今後関係市と協議の上、次

期計画策定までに定めるものとします 

 

表 4-2-1 処理対象物と現在の処理状況 

処理対象物 現在の処理状況 

可燃ごみ ○ 

選別後可燃物 ○ 

し尿夾雑物 ○ 

不燃ごみ ○ 

粗大ごみ ○ 

缶類 ○ 

びん類 ○ 

ペットボトル △ 

容器包装プラスチック × 

製品プラスチック ※ 

※ 分別区分にはないが、不燃ごみとして施設に搬入されている。 
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（５）計画処理量の設定 

組合及び関係市では、令和 3 年度策定の基本計画において、平成 28 年度から

令和２年度までの 5 年間の排出量実績を基に、令和 18 年度までの関係市のごみ

及び資源物の発生量を予測しています。 

本構想では、基本計画で予測に使用した５年間の排出量実績に、令和３年度か

ら令和５年度までの直近３年分の実績を加え、計８年間の実績を基に品目別処理

量の将来予測を行い、計画目標年次における処理量（計画処理量）を設定します。 

計画処理量の算出式は、以下に示すとおりです。 

 

計画処理量：計画収集人口（人）×計画 1 人 1 日排出量（ｔ/人･日）×365 日※ 

※ うるう年の 2 月を含む年度は、年間日数を 366 日として乗じるものとする。 

 

① 計画収集人口の設定 

本構想における計画収集人口は、計画目標年次における関係３市の推計人口

の合計値とします。 

各構成市の推計人口は、「国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」

という。）」が令和５年 12 月に公表した「日本の地域別将来推計人口（令和５

年推計）」の将来推計人口を基に、令和５年時点の人口実績と社人研推計人口と

の差分を補正した値を使用します。 

ただし、西東京市についてのみ、令和４年 11 月公表の「西東京市人口推計

調査」の推計人口（～令和 24 年度）を参照し、将来推計人口として使用しま

す。 

組合及び関係市の将来推計人口を表 4-2-2 及び図 4-2-2 に示します。 
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表 4-2-2 将来推計人口（組合及び関係市） 

年度 清瀬市 東久留米市 西東京市 組合合計 

R1 74,636 116,916 205,125 396,677 

R2 74,905 117,007 206,047 397,959 

R3 74,948 117,091 205,805 397,844 

R4 74,702 116,839 205,876 397,417 

R5 74,596 116,512 205,899 397,007 

R6 74,547 116,187 205,801 396,535 

R7 74,498 115,862 205,776 396,136 

R8 74,363 115,482 205,843 395,688 

R9 74,228 115,102 205,877 395,207 

R10 74,093 114,721 205,697 394,511 

R11 73,958 114,341 205,479 393,778 

R12 73,823 113,961 205,242 393,026 

R13 73,677 113,607 205,084 392,368 

R14 73,531 113,254 204,940 391,725 

R15 73,384 112,900 204,635 390,919 

R16 73,238 112,547 204,268 390,053 

R17 73,092 112,193 203,854 389,139 

R18 72,953 111,874 203,479 388,306 

R19 72,815 111,555 203,069 387,439 

R20 72,676 111,237 202,652 386,565 

R21 72,538 110,918 202,213 385,669 

R22 72,399 110,599 201,754 384,752 

R23 72,268 110,309 201,356 383,933 

R24 72,138 110,019 200,927 383,084 

R25 72,007 109,730 200,499 382,236 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-2 関係市将来推計人口 
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② 計画１人１日排出量の設定 

過去の排出量実績を基に、関係市における処理品目別の計画１人１日排出量

（原単位）を設定します。 

原単位の設定にあたっては、近年の排出量が減少傾向となっている品目につ

いては令和５年度までの実績を基にしたトレンド推計を行い、増加傾向となっ

ている品目については令和５年度の実績を採用するものとします。 

トレンド推計において検討する推計式を表 4-2-3 に示します。 

 

表 4-2-3 トレンド推計に用いる推計式 

① １次傾向線 Ｙ＝ａ･Ｘ＋ｂ 

Ｙ：人口等 

Ｘ：時系列 

a、b、c、K：係数 

② べき曲線 Ｙ＝ａ･Ｘｂ 

③ 対数曲線 Ｙ＝ａ･logeＸ＋ｂ 

④ １次指数曲線 Ｙ＝ａ･ｂＸ 

⑤ ロジスティック曲線 Ｙ＝Ｋ／｛１＋ａ･exp(-ｂ･X)｝ 

 

 

ごみ・資源物の原単位変動は、時間経過に伴い緩やかとなることが想定され

るものの、一定の値に収束することは考えにくいため、最も適合すると考えら

れる「② べき曲線」を採用推計式とします。 

各処理品目の原単位設定方針を表 4-2-4 に、原単位の実績及び推計結果を表

4-2-5～表 4-2-6、図 4-2-3～図 4-2-10 に示します。 
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表 4-2-4 原単位の設定方針 

項目 方針 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 
各市とも減少傾向を示しているため、べき曲線を採用し

ます。 

不燃ごみ （g/人･日） 
各市とも減少傾向を示しているため、べき曲線を採用し

ます。 

粗大ごみ （g/人･日） 

近年増加傾向ではありますが、今後も増え続ける可能性

は低いと考えられるため、令和5年度の実績を採用しま

す。 

事業系可燃ごみ （t/日） 

清瀬市、東久留米市については緩やかな増加傾向である

ため、令和 5 年度の実績を採用します。 

西東京市については減少傾向を示しているため、べき曲

線を採用します。 

缶類 （g/人･日） 

清瀬市については減少傾向を示しているため、べき曲線

を採用します。 

東久留米市、西東京市については一定の傾向が読み取れ

ないため、令和 5 年度実績を採用します。 

びん類 （g/人･日） 
各市とも減少傾向を示しているため、べき曲線を採用し

ます。 

ペットボトル （g/人･日） 

清瀬市については、令和2年度以降の変動が極端に大き

いため、ペットボトルと容器包装プラスチックの令和 5

年度実績を合算し、令和元年度実績の比率で按分した値

を原単位として使用します。 

東久留米市、西東京市については緩やかな増加傾向であ

るため、令和 5 年度の実績を採用します。 

容器包装プラスチック （g/人･日） 

清瀬市については、令和2年度以降の変動が極端に大き

いため、ペットボトルと容器包装プラスチックの令和 5

年度実績を合算し、令和元年度実績の比率で按分した値

を原単位として使用します。 

東久留米市、西東京市については減少傾向を示している

ため、べき曲線を採用します。 



 

 

表 4-2-5 処理品目別原単位の実績 

項目/年度 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 

清
瀬
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 374.9 363.7 357.3 359.0 359.0 343.8 333.0 319.9 

不燃ごみ （g/人･日） 50.1 49.7 49.9 52.0 59.0 47.6 46.6 44.1 

粗大ごみ （g/人･日） 3.1 4.3 5.2 5.7 6.3 5.5 6.3 5.6 

事業系可燃ごみ （t/日） 5.7 6.5 7.3 7.3 7.1 6.9 7.1 7.4 

缶類 （g/人･日） 8.4 8.1 7.6 7.6 8.1 8.0 7.9 7.4 

びん類 （g/人･日） 23.1 22.8 20.1 20.3 22.0 21.7 20.1 19.1 

ペットボトル※ （g/人･日） 9.4 9.7 10.4 10.5 8.9 5.4 4.1 4.5 

容器包装プラスチック※ （g/人･日）       36.6 41.5 45.6 46.7 44.5 

東
久
留
米
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 385.1 353.6 326.7 332.1 344.5 337.7 330.1 319.7 

不燃ごみ （g/人･日） 53.0 51.4 41.1 43.4 51.2 44.2 42.6 46.1 

粗大ごみ （g/人･日） 3.8 5.0 5.6 6.0 7.3 6.9 6.7 7.1 

事業系可燃ごみ （t/日） 13.1 13.9 15.1 16.8 15.6 16.6 16.7 16.1 

缶類 （g/人･日） 8.3 7.8 7.5 7.9 9.1 8.7 8.3 7.9 

びん類 （g/人･日） 23.4 22.1 21.2 20.6 21.5 20.6 19.6 18.5 

ペットボトル※ （g/人･日） 10.2 6.3 7.1 5.9 6.7 6.2 6.4 7.1 

容器包装プラスチック※ （g/人･日）       40.3 40.4 43.4 42.0 36.0 

西
東
京
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 315.3 310.1 308.3 311.1 323.4 316.8 304.0 292.3 

不燃ごみ （g/人･日） 45.6 47.1 46.5 46.2 52.0 45.9 43.7 44.0 

粗大ごみ （g/人･日） 2.6 3.1 3.4 5.7 9.0 10.2 8.1 9.0 

事業系可燃ごみ （t/日） 18.3 19.1 19.9 18.4 16.2 16.6 16.9 16.9 

缶類 （g/人･日） 7.1 7.2 7.1 6.8 7.5 7.7 7.4 7.0 

びん類 （g/人･日） 24.7 24.0 23.4 22.7 24.6 24.0 22.5 21.5 

ペットボトル （g/人･日） 8.7 8.9 9.9 9.9 10.5 10.8 10.4 10.6 

容器包装プラスチック※ （g/人･日）       34.7 36.9 37.2 35.0 34.2 

※ R5 現在、組合には搬入されていない量も含めて算出。 
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表 4-2-6 処理品目別原単位の推計結果（１） 

項目/年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

清
瀬
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 317.5 315.3 313.3 311.5 309.9 308.4 307.0 305.7 304.4 303.3 

不燃ごみ （g/人･日） 44.0 43.8 43.7 43.5 43.4 43.3 43.2 43.1 43.0 42.9 

粗大ごみ （g/人･日） 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 

事業系可燃ごみ （t/日） 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 

缶類 （g/人･日） 7.4 7.4 7.4 7.4 7.3 7.3 7.3 7.3 7.3 7.2 

びん類 （g/人･日） 18.9 18.7 18.6 18.5 18.4 18.3 18.2 18.1 18.0 18.0 

ペットボトル （g/人･日） 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 

容器包装プラスチック （g/人･日） 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 

東
久
留
米
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 317.0 314.6 312.4 310.5 308.7 307.1 305.5 304.1 302.8 301.6 

不燃ごみ （g/人･日） 45.7 45.3 45.0 44.7 44.5 44.2 44.0 43.8 43.6 43.4 

粗大ごみ （g/人･日） 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 

事業系可燃ごみ （t/日） 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 

缶類 （g/人･日） 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 

びん類 （g/人･日） 18.3 18.1 17.9 17.7 17.6 17.5 17.4 17.3 17.2 17.1 

ペットボトル （g/人･日） 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 

容器包装プラスチック （g/人･日） 35.8 35.6 35.5 35.4 35.3 35.2 35.1 35.0 34.9 34.8 

西
東
京
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 291.7 291.2 290.8 290.3 289.9 289.6 289.2 288.9 288.6 288.4 

不燃ごみ （g/人･日） 43.9 43.8 43.8 43.7 43.7 43.7 43.6 43.6 43.6 43.5 

粗大ごみ （g/人･日） 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 

事業系可燃ごみ （t/日） 16.7 16.6 16.5 16.4 16.3 16.2 16.1 16.1 16.0 15.9 

缶類 （g/人･日） 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 

びん類 （g/人･日） 21.4 21.3 21.2 21.1 21.0 21.0 20.9 20.8 20.8 20.7 

ペットボトル （g/人･日） 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 

容器包装プラスチック （g/人･日） 34.1 34.0 34.0 34.0 33.9 33.9 33.9 33.9 33.9 33.8 
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表 4-2-6 処理品目別原単位の推計結果（２） 

項目/年度 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 

清
瀬
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 302.2 301.2 300.2 299.3 298.4 297.6 296.8 296.0 295.3 294.6 

不燃ごみ （g/人･日） 42.8 42.7 42.7 42.6 42.5 42.5 42.4 42.4 42.3 42.2 

粗大ごみ （g/人･日） 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 5.6 

事業系可燃ごみ （t/日） 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 7.4 

缶類 （g/人･日） 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.2 7.1 7.1 7.1 

びん類 （g/人･日） 17.9 17.8 17.8 17.7 17.6 17.6 17.5 17.5 17.4 17.4 

ペットボトル （g/人･日） 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 10.9 

容器包装プラスチック （g/人･日） 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 38.1 

東
久
留
米
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 300.4 299.3 298.2 297.2 296.3 295.4 294.5 293.7 292.9 292.1 

不燃ごみ （g/人･日） 43.3 43.1 42.9 42.8 42.7 42.5 42.4 42.3 42.2 42.0 

粗大ごみ （g/人･日） 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 

事業系可燃ごみ （t/日） 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 16.1 

缶類 （g/人･日） 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 7.9 

びん類 （g/人･日） 17.0 16.9 16.8 16.7 16.6 16.6 16.5 16.4 16.4 16.3 

ペットボトル （g/人･日） 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 7.1 

容器包装プラスチック （g/人･日） 34.7 34.7 34.6 34.6 34.5 34.4 34.4 34.3 34.3 34.3 

西
東
京
市 

可燃ごみ（家庭系） （g/人･日） 288.1 287.8 287.6 287.4 287.2 287.0 286.8 286.6 286.4 286.2 

不燃ごみ （g/人･日） 43.5 43.5 43.5 43.4 43.4 43.4 43.4 43.4 43.3 43.3 

粗大ごみ （g/人･日） 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 9.0 

事業系可燃ごみ （t/日） 15.9 15.8 15.8 15.7 15.7 15.6 15.6 15.5 15.5 15.5 

缶類 （g/人･日） 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 7.0 

びん類 （g/人･日） 20.7 20.6 20.6 20.5 20.5 20.4 20.4 20.4 20.3 20.3 

ペットボトル （g/人･日） 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 10.6 

容器包装プラスチック （g/人･日） 33.8 33.8 33.8 33.8 33.8 33.7 33.7 33.7 33.7 33.7 
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図 4-2-3 可燃ごみの原単位推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-4 不燃ごみの原単位推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-5 粗大ごみの原単位推計 
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図 4-2-6 事業系可燃ごみの原単位推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-7 缶類の原単位推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-8 びん類の原単位推計 
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図 4-2-9 ペットボトルの原単位推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-10 容器包装プラスチックの原単位推計 

 

※清瀬市のペットボトル及び容器包装プラスチック原単位は、収集形態の変化等により
近年大きく変動していると考えられるため、令和元年度水準の原単位を参考として推
計を行う。 
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③ 計画処理量の設定 

関係市の将来推計人口に品目別原単位の予測結果を乗じて得た値を基に、令

和 25 年度までの各ごみ・資源物の将来排出量を予測します。 

なお、焼却処理量には搬入される可燃ごみ（家庭系及び事業系）のほか、以

下の項目及び量を過去の実績より見込むものとします 

 

・粗大ごみ等の可燃物  → 不燃ごみ※＋粗大ごみ発生量の 15％ 

・軟質系プラスチック等 → 不燃ごみ※＋容器包装プラスチック発生量の 70％ 

・し尿夾雑物      → 11ｔ（令和 5 年度実績より） 

※ 製品プラスチック分別前の値。 

 

また、今後分別・収集を開始した場合に見込まれる製品プラスチックの搬入

量については、現在不燃・粗大ごみ処理施設の破砕後不燃物に含まれる硬質プ

ラスチック量を参照し、「不燃・粗大ごみ搬入量の 10％」と想定して計画処理

量を設定し、その分について不燃ごみの想定搬入量から差し引くものとします。 

その他、びん類については搬入量の 15％をカゴの重量として差し引いた値を

計画処理量とします。 

処理量及び排出量の将来推計結果を表 4-2-7 及び図 4-2-11～図 4-2-12

に示します。 

 

 



 

 

表 4-2-7 ごみ・資源物排出量の将来予測結果（１） 

項目/年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 

人口 （人） 396,535 396,136 395,688 395,207 394,511 393,778 393,026 392,368 391,725 390,919 

焼却処理量 （ｔ） 64,327 64,010 63,716 63,613 63,155 62,885 62,624 62,560 62,163 61,926 

  可燃ごみ（家庭＋事業系） （ｔ） 58,681 58,390 58,120 58,024 57,607 57,360 57,122 57,063 56,702 56,488 

  粗大ごみ等の可燃物 （ｔ） 1,134 1,129 1,125 1,124 1,116 1,112 1,107 1,107 1,100 1,095 

  軟質系プラスチック等 （ｔ） 4,501 4,480 4,460 4,454 4,421 4,402 4,384 4,379 4,350 4,332 

  し尿夾雑物 （ｔ） 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 

ごみ搬入量（総量） （ｔ） 65,594 65,274 64,976 64,873 64,410 64,136 63,873 63,807 63,404 63,165 

  家庭ごみ （ｔ） 50,908 50,632 50,374 50,268 49,877 49,633 49,399 49,318 48,980 48,764 

    可燃ごみ （ｔ） 43,995 43,748 43,518 43,418 43,074 42,857 42,648 42,574 42,278 42,087 

    不燃ごみ（製品プラ分別後） （ｔ） 5,674 5,647 5,622 5,614 5,572 5,547 5,525 5,517 5,481 5,459 

    粗大ごみ （ｔ） 1,130 1,129 1,127 1,130 1,125 1,123 1,120 1,122 1,117 1,114 

    有害ごみ （ｔ） 109 108 107 106 106 106 106 105 104 104 

  事業系可燃ごみ （ｔ） 14,686 14,642 14,602 14,606 14,533 14,503 14,474 14,489 14,424 14,401 

資源物搬入量（総量） （ｔ） 10,788 10,746 10,711 10,701 10,633 10,594 10,557 10,550 10,490 10,454 

  缶類 （ｔ） 1,064 1,062 1,060 1,062 1,056 1,053 1,051 1,052 1,047 1,044 

  びん類 （ｔ） 2,462 2,443 2,426 2,414 2,392 2,377 2,361 2,354 2,335 2,322 

  ペットボトル （ｔ） 1,392 1,390 1,391 1,392 1,387 1,384 1,382 1,383 1,378 1,375 

  容器包装プラスチック （ｔ） 5,114 5,098 5,084 5,084 5,054 5,039 5,024 5,024 4,997 4,982 

  製品プラスチック （ｔ） 756 753 750 749 744 741 738 738 733 730 

※ 端数処理の関係により、内訳の和と合計値は一致しない場合がある。 
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表 4-2-7 ごみ・資源物排出量の将来予測結果（２） 

項目/年度 R16 R17 R18 R19 R20 R21 R22 R23 R24 R25 

人口 （人） 390,053 389,139 388,306 387,439 386,565 385,669 384,752 383,933 383,084 382,236 

焼却処理量 （ｔ） 61,696 61,631 61,248 61,035 60,826 60,787 60,416 60,229 60,043 60,022 

  可燃ごみ（家庭＋事業系） （ｔ） 56,277 56,221 55,872 55,679 55,489 55,455 55,119 54,949 54,780 54,765 

  粗大ごみ等の可燃物 （ｔ） 1,092 1,090 1,084 1,080 1,076 1,075 1,068 1,065 1,062 1,061 

  軟質系プラスチック等 （ｔ） 4,316 4,309 4,281 4,265 4,250 4,246 4,218 4,204 4,190 4,185 

  し尿夾雑物 （ｔ） 11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 

ごみ搬入量（総量） （ｔ） 62,930 62,866 62,478 62,259 62,047 62,007 61,631 61,441 61,251 61,231 

  家庭ごみ （ｔ） 48,551 48,467 48,139 47,938 47,744 47,681 47,361 47,186 47,011 46,966 

    可燃ごみ （ｔ） 41,898 41,822 41,533 41,358 41,186 41,129 40,849 40,694 40,540 40,499 

    不燃ごみ（製品プラ分別後） （ｔ） 5,437 5,429 5,394 5,373 5,354 5,348 5,314 5,295 5,277 5,272 

    粗大ごみ （ｔ） 1,112 1,113 1,109 1,105 1,103 1,103 1,097 1,096 1,093 1,094 

    有害ごみ （ｔ） 104 103 103 102 101 101 101 101 101 101 

  事業系可燃ごみ （ｔ） 14,379 14,399 14,339 14,321 14,303 14,326 14,270 14,255 14,240 14,266 

資源物搬入量（総量） （ｔ） 10,416 10,408 10,344 10,310 10,275 10,270 10,207 10,175 10,145 10,140 

  缶類 （ｔ） 1,041 1,041 1,036 1,033 1,030 1,031 1,025 1,022 1,020 1,020 

  びん類 （ｔ） 2,309 2,302 2,284 2,271 2,260 2,255 2,236 2,226 2,217 2,212 

  ペットボトル （ｔ） 1,372 1,373 1,365 1,363 1,359 1,360 1,354 1,351 1,348 1,348 

  容器包装プラスチック （ｔ） 4,967 4,965 4,937 4,923 4,908 4,907 4,879 4,866 4,852 4,853 

  製品プラスチック （ｔ） 728 727 723 720 717 717 712 710 708 707 

※ 端数処理の関係により、内訳の和と合計値は一致しない場合がある。 
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図 4-2-11 可燃ごみ排出量の予測結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2-12 不燃・粗大ごみ及び各種資源物排出量の予測結果 
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（６）施設規模の算定 

設定した計画処理量（令和 19 年度の排出量予測）を基に、各品目における必

要処理能力（施設規模）の算定を行います。 

施設規模の算定方法は、以下に示すとおりです。 

 

可燃ごみ：計画処理量（ｔ/年）÷実稼働日数×1.1（災害廃棄物処理量） 

そ の 他：計画処理量（ｔ/年）÷実稼働日数×計画月最大変動係数 

 

 

可燃ごみの施設規模算出にあたっては、環境省の「循環型社会形成推進交付金

等に係る施設の整備規模について（通知・令和 6 年 3 月）」に則り、年間停止日

数を上限の 75 日（計画停止 61 日＋ピット調整 10 日＋予定外停止 4 日）と想

定して、実稼働日数を 290 日（365 日－75 日）と設定します。 

また、同通知において「算出した施設規模に対し、１０％を上限にした災害廃

棄物処理量を見込むことができるものとする」とあることから、災害廃棄物の処

理を想定して計画処理量に 1.1 の係数を乗じるものとします。 

可燃ごみ以外の施設規模（不燃ごみ、粗大ごみ、缶類、びん類、ペットボトル、

容器包装プラスチック、製品プラスチック）については、実稼働日数を週 5 日×

52 週の 260 日と設定し、それぞれに品目ごとの計画月最大変動係数を乗じて算

出します。 
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① 計画月最大変動係数の設定 

月変動係数は月ごとの搬入量のばらつきを示す指標であり、以下の式より算

出します。 

 

月別変動係数 ＝ 月間日平均収集量 ÷ 年間日平均収集量 

 

施設規模を算定する上では、ごみ・資源物発生量の季節変動に対応するため、

過去の実績より搬入量が最大となる月の変動係数を、月最大変動係数として算

出する必要があります。 

本構想においては、可燃ごみ以外の各品目について、直近３年間の搬入実績

から各年度における月最大変動係数を算出し、その平均値を計画月最大変動係

数として使用します。 

なお、現在組合へ搬入されていない容器包装プラスチック及び製品プラスチ

ックについては、不燃ごみの計画月変動係数を参照するものとします。 

品目別の計画月最大変動係数の算出結果を表 4-2-8 に示します。 

 

表 4-2-8 計画月最大変動係数の設定 

処理対象物 

令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 
計画月最大 

変動係数 最大月 変動係数 最大月 変動係数 最大月 変動係数 

不燃ごみ 9 月 1.12 4 月 1.12 5 月 1.28 1.17 

粗大ごみ 4 月 1.18 3 月 1.13 5 月 1.13 1.15 

缶類 7 月 1.13 9 月 1.12 6 月 1.14 1.13 

びん類 1 月 1.22 1 月 1.26 1 月 1.20 1.23 

ペットボトル 8 月 1.25 8 月 1.25 8 月 1.27 1.26 

 容器包装プラスチック※ 
  

1.17 

 製品プラスチック※ 1.17 

※不燃ごみと同じ値を計画月最大変動係数として使用する。 
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② 施設規模の算定 

本構想で想定する、品目ごとの必要処理能力（施設規模）の算定結果を表 4-

2-９に示します。 

 

表 4-2-９ 施設規模の算定結果 

処理対象物 計画処理量  日平均処理量※2 
計画月最大 

変動係数 

 施設規模※3 

（処理能力） 

可燃ごみ※1 61,035 ｔ/年 211 ｔ/日 － 232 ｔ/日 

不燃ごみ 5,373 ｔ/年 21 ｔ/日 1.17 25 ｔ/日 

粗大ごみ 1,105 ｔ/年 4 ｔ/日 1.15 5 ｔ/日 

缶類 1,033 ｔ/年 4 ｔ/日 1.13 5 ｔ/日 

びん類 2,271 ｔ/年 9 ｔ/日 1.23 11 ｔ/日 

ペットボトル 1,325 ｔ/年 5 ｔ/日 1.26 7 ｔ/日 

容器包装プラスチック 4,923 ｔ/年 19 ｔ/日 1.17 23 ｔ/日 

製品プラスチック 720 ｔ/年 3 ｔ/日 1.17 4 ｔ/日 

※１ 災害廃棄物処理量を見込み、日平均処理量に 1.1 を乗じた値を施設規模とする。 

※２ 可燃ごみ処理施設は年間稼働日数を 290 日として、それ以外の施設は 260 日として算出。 

※３ 小数点以下切上げ 
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３. 処理方式の検討 

（１）可燃ごみ処理方式の検討 

一般的に導入が検討される可燃ごみの処理方式として、以下の 8 種類が「ごみ

処理施設整備の計画・設計要領 2017 改訂版（公益社団法人全国都市清掃会議）」

（以下、「設計要領」という。）に記載されています。 

 

① 焼却方式（ストーカ式） 

② 焼却方式（流動床式） 

③ ガス化溶融方式（シャフト式） 

④ ガス化溶融方式（流動床式） 

⑤ 炭化方式 

⑥ 固形燃料化方式 

⑦ 堆肥化方式（※設計要領 2006 改訂版に記載） 

⑧ メタンガス化方式 

 

上記８種類の可燃ごみ処理方式の概要を表 4-3-1 に示します。 
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表 4-3-1 各処理方式の概要（１） 

項目 
焼却方式 ガス化溶融方式 

① ストーカ式 ② 流動床式 ③ シャフト式 ④ 流動床式 

概念図 

 

 

 

 

概要 

・火格子（ストーカ）の上に投入したごみを移

送・撹拌しながら、乾燥→燃焼→後燃焼と段

階的に焼却する方式である。 

・充填した砂に空気を吹き込んで流動状態にし

た炉内にごみを投入し、高温の砂により乾燥

→燃焼→後燃焼の過程を短時間で行う方式で

ある。 

・ごみを溶鉱炉状の竪型（シャフト）炉の上部

から投入し、乾燥→熱分解→溶融の過程で処

理を行う方式である。 

・ごみは流動床式のガス化炉に投入され、乾燥

→ガス化の過程を経て、排出ガスを後段の溶

融炉で溶融処理を行う方式である。 

処理対象ごみ ・可燃ごみ（プラスチックも可能） ・可燃ごみ（プラスチックも可能） 

・可燃ごみ（プラスチックも可能） 

・メーカーによっては不燃ごみ（金属・汚泥

類）の処理が可能 

・可燃ごみ（プラスチックも可能） 

特徴 

・ごみ処理技術としての歴史は長く成熟してお

り、信頼性は高い。 

・他の焼却及び溶融処理方法と比較して、電力

消費量が少ない。 

・ごみの前処理が不要である。 

・低負荷燃焼限界が低い。 

・焼却熱による発電や給湯等の余熱利用が可能

である。 

・施設の起動時間や燃焼速度が速い。 

・ごみ発熱量が低い場合も、助燃なしで処理が

可能である。 

・炉出口のダイオキシン類濃度が低いため、排

ガス処理設備の負荷が小さい。 

・システム全体が簡潔である。 

・焼却熱による発電や給湯等の余熱利用が可能

である。 

・多様なごみ質に対応できる。 

・メタルとスラグの分離改修が可能である。 

・資源回収が多いことから、他の焼却処理方式

と比較して最終処分量が少ない。 

・他の焼却処理方法と比較して、排ガス量が少

ない。 

・焼却熱による発電や給湯等の余熱利用が可能

である。 

・一定以上のごみ発熱量を有する場合、後燃焼

熱のみでごみの溶融が可能である。 

・ごみ中の不燃物や金属類を分離排出できる。

また、熱分解残渣から未酸化の鉄とアルミが

回収できる。 

・灰分のスラグ化により、他の焼却処理方式と

比較して最終処分量が少ない。 

・他の焼却処理方式と比較して、排ガス量が少

ない。 

・焼却熱による発電や給湯等の余熱利用が可能

である。 

課題 

・焼却残渣から鉄の回収は可能であるが、酸化

されているため価値が低い。 

・ガス化溶融方式と比較して、残渣量が多くな

る。 

・焼却残渣から鉄の回収は可能であるが、酸化

されているため価値が低い。 

・ガス化溶融方式と比較して、残渣量が多くな

る。 

・ごみの定量供給が難しく、燃焼が間欠的にな

りやすいことから、制御に工夫が必要。 

・飛灰の発生量が多くなる。 

・常時、コークス等の燃料が必要で、処理に伴

う二酸化炭素発生量が増加する。 

・運転技術（技能）に専門性が要求される。 

・スラグ及びメタルの利用先を確保する必要が

ある。 

・溶融飛灰に重金属が濃縮される。 

・イニシャルコスト及びランニングコストが高

価となる。 

・ごみの低位発熱量が低い場合は、溶融のため

の補助燃料が必要となる。 

・運転技術（技能）に専門性が要求される。 

・スラグ及びメタルの利用先を確保する必要が

ある。 

・イニシャルコスト及びランニングコストは高

価となる。 
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表 4-3-1 各処理方式の概要（２） 

項目 ⑤ 炭化方式 ⑥ 固形燃料化方式 ⑦ 堆肥化方式 ⑧ メタンガス化方式 

概念図 

 

 

 

 

概要 

・ごみを破砕後、500℃前後の温度で加熱する

ことで有機物の熱分解を行い、炭化物を製造

する方法である。 

・ごみの中から選別した可燃物を粉砕→粒度選

別→成型固化の過程で燃料を製造する方法で

ある。 

・好気性環境下で微生物による有機物分解を利

用し堆肥を製造する方法である。 

・嫌気性環境下で微生物による有機物分解を利

用しバイオガス（メタンガス、二酸化炭素）

を発生させる方法である。 

処理対象ごみ ・可燃ごみ（プラスチックも可能） ・可燃ごみ（プラスチックも可能） ・生ごみ、汚泥等の有機性廃棄物 
・乾式法：生ごみ、汚泥等の有機性廃棄物 

・湿式法：生ごみ、紙ごみ 

特徴 

・処理工程において水分除去と有機物の熱分解

が行われるため、容量が削減される。また、

容量削減に伴い生成物の搬送が容易になる。 

・少量であれば、発電や給湯等の余熱利用が可

能である。 

・処理工程において、水分除去・有機物の熱分

解が行われるため、容量が削減される。 

・容量削減に伴って生成物の搬送が容易にな

る。 

・処理過程において水分を減少させるために燃

焼時の熱効率が高くなる。 

・焼却量を減らすことができ、温室効果ガス排

出量の削減に寄与できる。 

・生ごみを安定化させ、肥料を製造することが

できる。 

・堆肥化に比べて、需要が少ない地域でもエネ

ルギーの有効利用を図ることができる。 

・ガスとして回収するため、汎用性のある生成

利用可能エネルギーとなる。 

・堆肥化に比べて厳密な分別を必要とせず、適

用性は高い。 

課題 

・炭化物の利用先を確保する必要がある。 

・炭化処理過程において、外部エネルギーが必

要となる。 

・ごみに含まれる塩素分の影響により、燃焼し

た際に塩化水素やダイオキシンが発生するリ

スクがある。 

・イニシャルコスト及びランニングコストは、

焼却方式と比較して若干高価となる。 

・固形燃料の利用先を確保する必要がある。ま

た、長期保管する場合は爆発や火災への対策

が必要となる。 

・ごみに含まれる塩素分の影響により、燃焼し

た際に塩化水素やダイオキシンが発生するリ

スクがある。 

・イニシャルコスト及びランニングコストは、

焼却方式と比較して若干高価となる。 

・堆肥の利用先を確保する必要がある。また、

堆肥の製造に一定期間を要する上、需要に季

節変動があるため、保管場所の確保も必要と

なる。 

・前処理として異物の除去が必要であり、不適

物の処理設備が別途必要となる。 

・発酵工程における臭気対策が必要となる。 

・イニシャルコスト及びランニングコストは、

他の方式と比較して若干高価となる。 

・不適物の処理設備が別途必要となる。 

・湿式の場合、消化液の排水処理施設が必要と

なる。 

・処理に伴い生じる脱水残渣の処理及び再利用

先の確保が必要となる。 

・イニシャルコスト及びランニングコストは、

他の方式と比較して若干高価となる。 

 

 

【乾式法】 

【湿式法】 
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「⑥ 固形燃料化方式」及び「⑦ 堆肥化方式」については、近年の全国的な動

向や本組合の地域特性等を勘案した場合、生成物の利用先確保が極めて困難であ

ると考えられるため、検討には含めない方針とします。 

本組合施設に採用可能性のある可燃ごみ処理方式 6 種類について、各方式の比

較を表 4-3-2 に、平成 26 年度以降の全国の採用実績を図 4-3-1 に、判定結果

を表 4-3-3 に示します。 

 

表 4-3-2 各処理方式の比較 

項目 
焼却方式 ガス化溶融方式 

炭化 バイオガス化 
ストーカ式 流動床式 シャフト式 流動床式 

処理の 

安定性 

・処理技術と

し て 成 熟 し

て お り 、 信

頼性が高い 

・ごみ質変動

に 対 す る 安

定 運 転 が 難

しい 

・運転管理面で高い専門性が要

求される 

・事故や不具合等発生時のリス

クが大きい 

・焼却方式と

比 較 し て 大

き な 差 異 は

ない 

・処理対象物

が 有 機 性 ご

み に 限 定 さ

れる 

生成物 焼却灰（主灰）及び飛灰 スラグ及びメタル 炭化物 
バイオガス 

燃料 

資源循環 余熱利用による発電・給湯 
余熱利用による発電・給湯 

及びスラグ・メタルの再利用 
炭化物の利用 

生成ガスによ

る発電・給湯 

脱炭素 

・他の方式と

比 較 し て 電

力 消 費 量 が

少ない 

・ストーカ式

と 比 較 し て

電 力 消 費 量

は多い 

・コークス等

の 燃 料 に よ

り CO2 排出

量 が 増 加 す

る 

・溶融のため

の 補 助 燃 料

が 必 要 と な

る 場 合 が あ

る 

・炭化処理工

程 に お い て

外 部 エ ネ ル

ギーが必要 

・CO2 排出量

を 低 減 で

き 、 か つ 生

成 ガ ス に よ

る 高 効 率 発

電が可能 

経済性 

・対応可能メ

ー カ ー が 多

く 、 競 争 性

の 確 保 が 期

待できる 

・ストーカ式

よ り 若 干 コ

ス ト が か か

る が 、 比 較

的安価 

・イニシャル

コ ス ト 、 ラ

ン ニ ン グ コ

ス ト 共 に 高

額 

・イニシャル

コ ス ト 、 ラ

ン ニ ン グ コ

ス ト 共 に 高

額 

・焼却方式と

比 較 し て 若

干 高 額 と な

る 

・交付金の活

用 を 考 慮 し

な い 場 合 、

コ ス ト は 高

額となる 
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図 4-3-1 各処理方式の採用実績（H26 以降） 

 

表 4-3-3 各処理方式の判定結果 

項目 
焼却方式 ガス化溶融方式 

炭化 バイオガス化 
ストーカ式 流動床式 シャフト式 流動床式 

処理の 

安定性 
○ △ △ △ ○ △ 

資源循環 △ △ ○ ○ △ △ 

脱炭素 ○ △ △ △ △ ○ 

経済性 ○ ○ △ △ △ △ 

近年の 

採用実績 
○ △ △ △ × △ 

 総評※ 
○ 

（9 点） 

△ 

（6 点） 

△ 

（6 点） 

△ 

（6 点） 

× 

（5 点） 

△ 

（6 点） 

※ ○=2 点、△=1 点、×=0 点として、各方式 10 点満点で評価 

 

６つの処理方式について、「処理の安定性」、「資源循環」、「脱炭素」、「経済性」、

「近年の採用実績」の５項目について相対評価を行い、2 点×５項目の計１０点

満点で判定した結果では、焼却（ストーカ式）が 9 点、焼却（流動床式）が 6 点、

ガス化溶融（シャフト式）が 6 点、ガス化溶融（流動床式）が 6 点、炭化方式が

5 点、バイオガス化方式が 5 点となりました。 
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【焼却とバイオガス化の併用（ハイブリット）方式について】 

近年、新たなごみ処理方式として、焼却方式とバイオガス化を組み合わせたハ

イブリッド方式（図 4-3-2）を導入している事例もあります。 

ハイブリッド方式では、受入・前処理工程で選別した有機性廃棄物からメタン

ガスを生成し、選別残さや発酵残さ（脱水後）は焼却処理により減容化し、余熱

利用による発電等を行います。この方式は、CO2 排出量の低減やエネルギー回収

効率の向上、交付金対象設備の増加及び交付率の優遇といったメリットがありま

すが、設備・機器点数の増加によるランニングコストや必要用地面積の増加とい

った課題も生じるため、導入の可否については経済性、配置計画の合理性等も踏

まえ、今後慎重に検討する必要があります。 

焼却＋バイオガス化方式の導入事例を表 4-3-4 に示します。 

 

図 4-3-2 焼却＋バイオガス化ハイブリッド方式概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4-3-4 焼却＋バイオガス化方式導入事例（焼却規模 100ｔ/日以上） 

都道府県 事業主体 施設規模※ 竣工（予定）年度 

山口県 防府市 焼却：150ｔ/日、バイオガス化：51.5ｔ/日 2014 年 

京都府 京都市 焼却：500ｔ/日、バイオガス化：60ｔ/日 2019 年 

東京都 町田市 焼却：258ｔ/日、バイオガス化：50ｔ/日 2021 年 

鹿児島県 鹿児島市 焼却：220ｔ/日、バイオガス化：60ｔ/日 2021 年 

滋賀県 
湖北広域行政 

事務センター 
焼却：124ｔ/日、バイオガス化：25ｔ/日 

2028 年 

（建設中） 
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（２）不燃・粗大ごみ処理方式の検討 

不燃・粗大ごみ処理施設では、搬入された不燃・粗大ごみを破砕後に資源化物

の選別を行います。 

 

① 破砕設備 

不燃ごみ及び粗大ごみを破砕する破砕機は、表 4-3-5 に示す切断機、低速回

転破砕機及び高速回転破砕機がありますが、切断機は主に可燃性粗大ごみの破

砕に限られることから、ここでは低速回転破砕機及び高速回転破砕機を検討対

象とします。 

低速回転破砕機の種類と特徴を表 4-3-6 に、高速回転破砕機の種類と特徴を

表 4-3-7 及び表 4-3-8 に示します。 

 

表 4-3-5 破砕機の種類と特徴 

破砕機 特       徴 

切断機 

・切断機では、スプリング入りマットレス等の延性物や、金属塊等の硬

質物は困難であるが、その他の延性物や軟質物の破砕は可能である。 

・ごみの投入は断続的な投入となるため、大量処理には複数系列設置す

る等の配慮が必要であり、破砕後の粒度は比較的大きくなるが、破砕

時の衝撃や振動が少ないことから基礎が簡略でき、危険物の投入によ

る爆発の危険性が少なくなる。 

低速回転 

破砕機 

・低速回転破砕機は、軟質物や延性物を含めた比較的広い範囲のごみに

適用できるが、表面が滑らかで刃に掛からないものや、金属塊等の硬

質物は破砕が困難であり、ガラスやガレキ等の混入が多い場合は刃の

消耗が早くなる。 

・処理物によっては連続投入が可能であるが、機構上、大量処理には複

数系列の設置あるいは大型機の設置が必要となる。 

・爆発、引火の危険、粉じん、騒音・振動についての配慮は、高速回転

破砕機ほど必要ではない。 

高速回転 

破砕機 

・高速回転破砕機は、固くてもろいものや、ある程度の大きさの金属塊

の硬質物は破砕可能であるが、軟質・延性物の破砕は困難である。 

・ごみの連続投入や大型化ができることから大量処理が可能であり、破

砕後の粒度も他の破砕機に比べて小さくなるが、破砕時の衝撃や高速

回転するロータにより発生する振動、破砕処理中に処理物とハンマな

どの間の衝撃によって発する火花を原因とする爆発・火災、高速回転

するロータやハンマ等により発する粉じん、騒音・振動等に配慮する

必要がある。 
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表 4-3-6 低速回転破砕機の種類と概要 

型式 単軸式 多軸式 

概要  
 

・回転軸外周面に何枚かの刃を有し、回転す

ることによって破砕を行う。 

・粒度をそろえて排出する構造となってお

り、効率よく破砕するために押し込み装置

を有する場合もある。 

・並行に設けられた回転軸相互の刃で切断す

る。 

・強固なものがかみ込んだ場合は、自動停止

し、繰り返し破砕するよう配慮されている

ものが多い。 

・繰り返し破砕でも処理できない場合は自動

排出する。 

特徴 

・軟質物や延性物の処理に適している。 

・破砕粒度は小さくなる。 

・不特定なごみ質や大量処理には適さない。 

・単位動力あたりの処理量は少ない。 

・押込み装置も導入すると、機器構成が複雑

となる。 

・刃物単価は安いが、交換頻度が多い。 

・保守性が良い。 

・比較的広範囲のごみに適用可能。 

・粗破砕に適しており、大量処理が可能。 

・異物に対する逆回転による排出などが可

能。 

・スプレー缶のガス抜きも可能。 

・刃物単価は単軸に比べ高価であるが、交換

頻度は少ない。 

・交換作業は大掛かりになる。 
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表 4-3-7 高速回転破砕機（横型）の種類と概要 

型式 横型スイングハンマ式 横型リングハンマ式 

概要 

  

・2～4 個のスイングハンマを外周に取付け

たロータを回転させ、ごみに衝撃を与える

と同時に固定刃によりせん断する。 

・外周にリング状のハンマを取付けたローラ

を回転させ、衝撃力とせん断力、すりつぶ

しにより、ごみを破砕する。 

特徴 

・イニシャルコストは竪型と比較して高い。 

・ハンマの交換頻度はリング式に比べて多

い。 

・ケーシングを大きく開けるため、メンテナ

ンスは容易。 

・上下方向の振動が大きく、防振対策が必

要。 

・イニシャルコストは竪型と比較して高い。 

・ハンマ全周が磨耗対象であり、交換頻度は

少ない。 

・ケーシングを大きく開けるため、メンテナ

ンスは容易。 

・上下方向の振動が大きく、防振対策が必

要。 

 

表 4-3-8 高速回転破砕機（竪型）の種類と概要 

型式 竪型スイングハンマ式 竪型リンググラインダ式 

概要 

 
 

・スイングハンマが取り付けられたロータの

主軸が高速回転することで、ハンマの衝

撃・せん断作用によりごみを破砕する。 

・破砕されたごみは下部より排出され、破砕

されないものは上部はね出し口より排出さ

れる。 

・縦軸と一体のロータの先端に、一次破砕用

のブレーカと二次破砕用のリング状のグラ

インダを取り付け、衝撃作用とすりつぶし

効果も利用して破砕する。 

特徴 

・イニシャルコストは横型より安価。 

・ハンマの交換頻度はリング式に比べて多

い。 

・メンテナンスは点検扉等より実施。 

・横型に比べて振動は小さい。 

・破砕粒度は横型に比べて小さい。 

 

・イニシャルコストは横型より安価。 

・ハンマの交換頻度はスイング式に比べ少な

い。 

・投入間口部が大きいため、投入が容易でメ

ンテナンスも容易にできる。 

・横型に比べて振動は小さい。 

・破砕粒度は横型に比べて小さい。 
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不燃ごみ及び粗大ごみの破砕選別処理において、従来は高速回転破砕機が多

く採用されていましたが、近年では爆発対策や処理の安定性確保のため、低速

回転破砕機（一次破砕）→高速回転破砕機（二次破砕）の２つを組み合わせて

使用するケースが主流となっています（表 4-3-9）。 

なお、破砕機の導入にあたっては、いずれのケースにおいても適切な爆発対

策・火災対策を講じます。 

 

表 4-3-9 破砕設備の組合せ比較 

項目 低速破砕機のみ 高速破砕機のみ 低速破砕機＋高速破砕機 
 

処理適用範囲 ○ △ ○  

破砕粒度 × ○ ○  

安全性 

（爆発・火災） 
○ △ ○  

維持管理性 ○ ○ △  

総評 

・破砕後の粒度が粗い

ため、後段における

選別精度の確保が難

しい 

・従来と同様の方式で

はあるが、爆発や火

災への対策面で懸念

が残る 

・爆発/火災への対策と、

処理の安定性確保の両立

が期待できる 
 

 

 

② 選別設備 

破砕前に安全・確実に処理できるよう、不燃物は手選別ラインにて資源物及

び不適物を取り除きます。また、破砕後の選別は、選別機を用いて可燃物・不

燃物・鉄・非鉄の４種類に分けるものとし、外部への不燃残渣等の処理委託に

ついては、必要最小限にとどめるものとします。 
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（３）資源化処理方式の検討 

資源化処理施設では、搬入された缶・びん・ペットボトル及びプラスチック類

について中間処理（選別・圧縮・梱包等）を行い、一時的に貯留します。 

 

① 缶類選別設備 

磁選機及びアルミ選別機にてスチールとアルミに選別し、それぞれ金属圧縮

機により圧縮成型します。 

 

② びん類選別設備 

手選別装置により、びんを色別（無色、茶、緑、その他の 4 色程度）に選別

します。 

手選別装置は平ベルトコンベヤ方式とし、コンベヤ幅は処理量を、高さは作

業性を考慮して決定します。 

 

③ ペットボトル圧縮梱包設備 

搬入されるペットボトルの圧縮梱包を行います。 

圧縮したペットボトルはＰＰバンドやラップ包装にてベール化し、取扱いを

容易にします。 

 

④ プラスチック類減容機 

廃プラスチック類の減容化を行います。 

圧縮機の種類にはリングダイ式、スクリュー式などがあり、計画される搬入

量や性状、設置条件等により、最適な方式を選択します。 

 

⑤ 貯留設備 

破砕・選別・圧縮されたごみや有価物を一時貯留する設備で、貯留容量は処

理量と搬出量を考慮して決定します。 

貯留方法は、バンカ方式、ストックヤード方式があり、それぞれの特性に応

じて計画します。 
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４. 新たな導入機能の検討 

（１）近年導入が進んでいる機能 

① 災害時の地域防災機能 

一定以上の規模を有するごみ処理施設では、発生する余熱を発電・給湯等に

利用するケースが一般的ですが、近年では発電効率や熱回収効率の向上もあり、

周辺の複数施設に電気・蒸気を供給するエネルギーセンターとしての役割を担

っている施設も存在します。 

また、非常用発電設備としてガスエンジン、ガスタービン等を設置し、ガス

コージェネレーションシステム（都市ガスを燃料として、発電と余熱供給を同

時に行う分散型システム）を構築している事例もあります。 

これにより、災害発生時に停電等で系統電力の供給が遮断された場合でも自

立起動・継続運転が可能となり、ごみ処理を継続しつつ給電・給湯等の機能も

兼ね備えた防災拠点として活用できることが期待されます。 

ごみ処理施設におけるガスコージェネレーションシステムの導入事例として、

武蔵野市のケースを図 4-4-1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-1 ガスコージェネレーション導入事例（武蔵野市） 
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また近年では、防災意識として「身のまわりにあるモノやサービスを、日常

時のみならず、非常時にも役立つようにデザインする」という、フェーズフリ

ーの考え方が広まってきています。 

ごみ処理施設においては、「非常時のみを想定した設備や機能を導入するので

はなく、普段使うものを非常時にも活用する」ということをコンセプトとして、

平常時より使用する発電・給湯機能や給排水設備、住民向けのイベントスペー

ス等を、災害発生時には避難所及びライフラインとして提供し、地域住民が防

災拠点として活用することができるよう、施設の機能として導入しているケー

スがあります。 

ごみ処理施設におけるフェーズフリー機能の導入事例として、今治市のケー

スを図 4-4-2 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-2 施設機能としてのフェーズフリー導入事例（今治市） 
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② 環境学習機能 

近年のごみ処理施設においては、地域住民の環境問題への関心を高め、適切

なごみの分別やリサイクルの推進につなげることを目的として、環境啓発設備

を導入するケースが多くなっています。 

最新の環境啓発設備では、これまでも一般的に導入・実施されていた施設内

部の展示や見学ツアーといった視覚情報に留まらず、体験を通して脱炭素社会

の実現に向けた取り組みを学習できる見学者設備が多く導入されています。 

体験型説明設備には生成系 AI や AR などのデジタル技術を効果的に取り入

れることで、時代に合わせ内容を更新しやすい仕組みとすることが可能です。 

先進的な環境学習機能の導入事例として、桑名広域清掃事業組合のケースを

図 4-4-3 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-3 最新の環境啓発設備導入事例（桑名広域清掃事業組合） 
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（２）今後実用化が期待される技術 

① CO2 分離回収技術 

排ガス中に含まれる CO2 を分離回収し、大気への放出量を最小限に抑える技

術であり、現在国内複数のごみ焼却施設において、排ガスの一部を引き抜く形

で分離回収に係る実証実験が行われています。 

分離回収した CO2 については、地中深くに貯留・圧入する「CCS：Carbon 

dioxide Capture and Storage」のほか、燃料や化学燃料等の有価物に変換す

る「CCU：Carbon dioxide Capture, Utilization」といった技術についても

研究が進められています。既存のごみ処理施設では、実際に回収した CO2 を藻

類の培養・葉物野菜の育成などに活用している事例も存在します。 

ごみ処理施設の排ガスはごみ質や運転状況により排ガス量や性状が変動する

ため、安定的かつ効率的な CO2 の分離回収・利用が難しく、また実用化に向け

てはエネルギー効率やコスト面での課題も残されているため、現時点では新施

設への導入可否の判断は難しいものの、今後の技術進展状況については継続的

に注視すべき技術であると言えます。 

CO2 分離回収の実証試験事例として東京二十三区清掃一部事務組合のケース

を図 4-4-4 に、ごみ処理施設における CO2 回収技術導入事例として佐賀市の

ケースを図 4-4-5 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4-4 CO2 分離回収の実証試験事例（東京二十三区清掃一部事務組合） 
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図 4-4-5 ごみ処理施設における CO2 回収技術導入事例（佐賀市） 
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５. 整備手法の検討 

（１）一体整備に関する検討 

更新施設については、「Ａ：可燃ごみ処理施設、不燃・粗大ごみ処理施設、リサ

イクルセンターを一体化して整備する案（合棟案）」と「Ｂ：可燃ごみ焼却施設と

不燃・粗大ごみ処理施設を一体化し、リサイクルセンターのみ別途更新する案

（別棟案）」の 2 パターンを検討します。 

合棟案と別棟案の比較を表 4-5-1 に、各案の配置・動線イメージ図を図 4-5-

1 及び図 4-5-2 に示します。 

 

表 4-5-1 整備手法（合棟案及び別棟案）の比較 

項目 合棟案（A 案） 別棟案（B 案） 

概要 

・可燃ごみ処理施設、不燃・粗大ごみ処

理施設、リサイクルセンターを一体化

（合棟として整備）する。 

・可燃ごみ焼却施設と不燃・粗大ごみ処

理施設を一体化し、リサイクルセンタ

ーのみ別棟として整備する。 

優位点 

・共用部分の活用により、必要面積を縮

小できる。 

・構内動線や残渣等の運搬において合理

化が図られる。 

・工事面での融通が利きやすい 

（各施設の劣化状況に応じた整備・更 

新が可能）。 

懸念点 
・工事面での調整が難しい 

（全施設一括での整備・更新が必要）。 

・建物全体の占有面積が大きくなる。 

・構内動線が煩雑となる可能性がある。 
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図 4-5-1 合棟案配置イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-5-2 別棟案配置イメージ図 

 

  

【凡例】

：プラットフォーム（共通） ：駐車スペース ：収集車両動線 ：搬出車両動線

【凡例】

：プラットフォーム（共通） ：駐車スペース ：収集車両動線 ：搬出車両動線
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（２）施設のスケール（建築面積）について 

合棟案と別棟案それぞれのケースにおける更新施設の想定建築面積を、８社の

プラントメーカーから得たヒアリング結果に基づき、表 4-5-2 に示します。 

なお、実際の施設配置を計画するにあたっては、用地・工事面での制約や構内

動線の安全性及び合理性、組合敷地外への影響等についても十分考慮の上で検討

を進めるものとします。 

 

表 4-5-2 更新施設想定スケールの比較 

項目 現施設 合棟案 別棟案 

可燃ごみ処理施設 6,496 ㎡ 

7,200 ㎡ 
5,700 ㎡ 

不燃・粗大ごみ処理施設 387 ㎡ 

リサイクルセンター 1,560 ㎡ 2,400 ㎡ 

管理棟 978 ㎡ 1,000 ㎡ 1,000 ㎡ 

計 9,421 ㎡ 8,200 ㎡ 9,100 ㎡ 

計（管理棟除く） 8,443 ㎡ 7,200 ㎡ 8,100 ㎡ 
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（３）概算事業費 

新清掃施設整備にあたって想定される概算事業費について、８社のプラントメ

ーカーから得たヒアリング結果に基づき、表 4-5-3 に示します。 

また、更新対象となる既存３施設の解体費用について、現時点で精度の高い概

算は困難であるものの、類似施設の事例等を参考とした場合、建設工事費とは別

に約 60 億円必要となることが見込まれます。 

ただし、表 4-5-3 に示す概算事業費は令和６年度現在の水準における試算結果

であり、近年著しい物価上昇や人件費の高騰が続いていることからも、将来的な

社会情勢や経済情勢の変化により、想定される事業費は今後も大きく変動するこ

とが予想されます。また、新たに導入する機能の種類や規模次第では、設備費用

が更に増加することが見込まれます。 

今後計画の策定を進める中で、より具体的かつ過不足のない条件を設定し、実

際に想定される事業費についても随時見直しを行うものとします。 

 

表 4-5-3 概算事業費 

項目 合棟案 別棟案 

新施設建設工事費 590 億円 600 億円 

  プラント工事費 310 億円 310 億円 

  土木・建築工事費 280 億円 290 億円 

既存施設解体費 60 億円 60 億円 

新施設運営費（20 年間） 370 億円 380 億円 

概算事業費 1,020 億円 1,040 億円 
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６. 事業方式の検討 

（１）事業方式 

想定される事業方式について、概要を以下に示します。また、各事業方式の事

業実施主体を表 4-6-１に、想定されるメリット・デメリットを表 4-6-２に示し

ます。 

 

① 従来型方式（ＤＢ方式＋直営） 

資金調達から設計・施工・運営まで市が主体となって事業を進める方式です。 

一般的な公共施設については設計・施工・維持管理・運営をそれぞれ分離発

注することになりますが、廃棄物処理施設では施設の特殊性から性能発注によ

る設計・施工を一括発注するＤＢ方式が一般的な手法となります。 

② ＤＢ方式＋民営 

資金調達を市が行い、民間事業者に設計・施工を一括発注し、公共自らが所

有した上で施設の運転及び維持管理を民間事業者に複数年かつ包括的に責任委

託する事業手法です。 

③ ＤＢＯ方式 

資金調達を市が行い、設計・施工に加えて長期かつ包括的な運営委託を民間

事業者に一括発注する事業方式です。 

④ ＰＦＩ手法（ＢＴＯ方式） 

民間事業者が自ら資金調達を行った上で公共施設等の設計・施工を行い、そ

の施設を市側に譲渡したのち、その施設の維持管理・運営を実施する事業方式

です。 

⑤ ＰＦＩ手法（ＢＯＴ方式） 

民間事業者が自ら資金調達を行った上で公共施設等の設計・施工を行い、そ

の施設を所有したまま維持管理・運営を行い、事業期間終了後に市側へ譲渡す

る事業方式です。 
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表 4-6-1 各事業方式の事業実施主体の整理 

項目 
公設公営 公設民営 民設民営（PFI） 

DB 方式 DB+O 方式 DBO 方式 BTO 方式 BOT 方式 

資金調達 公共 公共 公共 民間 民間 

運
営 

設計・施工 公共 公共 公共/民間 民間 民間 

維 持 管 理 公共 民間 民間 民間 民間 

運 営 公共 民間 民間 民間 民間 

施
設
所
有 

建 設 中 公共 公共 公共 民間 民間 

運 営 中 公共 公共 公共 公共 民間 

事業終了後 公共 公共 公共 公共 公共 

 

 

表 4-6-2 各事業方式のメリット・デメリット 

事業手法 メリット デメリット 

公
設
公
営 

DB 方式 

＋直営 

・ 運営主体が公共のため、政策的な

変化に柔軟に対応できる 

・ これまで一般的に取り入れられて

きた方式であるため、導入に際し

ての手続等の負担が少ない 

・ 設計・施工や運営、維持管理の各

民間事業者のノウハウ活用による

相乗効果が期待できない 

・ 長期の運営を見通した事業の効率

化や合理化が図りづらく、支出の

見通しが立て難い 

公
設
民
営 

DB＋O 

方式 

・ 長期間の運営委託により、運転・

維持管理における事務の効率化や

合理化及びコストの平準化を図る

ことができる 

・ 設計・施工と運営・維持管理で

各々に契約を行うため、選定・契

約に係る手続の負担が大きい 

DBO 

方式 

・ 一括発注により、設計・施工・維

持管理・運営の各民間事業者のノ

ウハウが活用されるほか、長期で

見た際のコストの平準化を図るこ

とができる 

・ 建設事業者の選定時に運営に係る

詳細を決定する必要があり、建設

着手までにかかる期間が増加する 

民
設
民
営 

BTO 

方式 

・ 一括発注により、設計・施工・維

持管理・運営の各民間事業者のノ

ウハウが活用される 

・ SPC（特別目的会社）を設立する

ことにより、企業の倒産等のリス

クを軽減することができる 

・ 民間で資金調達を行うため、金利

等の費用負担が大きくなる 

・ 事業者の選定や手続が複雑で時間

がかかり、参加事業者側の負担も

大きい 

BOT 

方式 

・ 一括発注により、設計・施工・維

持管理・運営の各民間事業者のノ

ウハウが活用される 

・ 施設に関する設備投資や修繕につ

いては、民間事業者の判断で実施

することが可能である 

・ 民間で資金調達をし、施設を所有

する形となるため、金利や税負担

等の総コストが更に増大する 
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（２）発注方式 

清掃施設の整備事業は公共工事の中でも予算規模が大きく、また住民の生活及

び公衆衛生の維持に直結する事業であるため、競争性・透明性・公平性の確保と、

品質及び経済性に優れた施工の両方が求められます。 

入札・契約に関する競争性を高めるために、国では「廃棄物処理施設建設工事

等の入札・契約の手引き（平成 18 年(2006 年)７月策定）」が示され、入札・契

約手続に当たっての留意点等を示しています。 

また、品質確保に関しては、「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成

17 年(2005 年)４月施行）」が示され、経済性に配慮しつつ価格以外の要素を考

慮して価格・品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより公共工事の

品質が確保されなければならないとされています。 

新清掃施設の整備に当たっては、上記内容を踏まえ、適正な競争により施工事

業者を決定する必要があります。 

一般に公共工事における事業者選定における発注方式は、「随意契約方式」、「指

名競争入札方式」、「一般競争入札方式」、「総合評価型一般競争入札方式」及び

「公募型プロポーザル方式」がありますが、本事業に適用可能な発注方式は、「一

般競争入札方式」、「総合評価型一般競争入札方式」、「公募型プロポーザル方式」

の 3 種類と考えられます。 

発注方式 3 種類の概要と比較を表 4-6-3 に示します。 
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表 4-6-3 各発注方式の概要と比較 

項目 一般競争入札方式 
総合評価 

一般競争入札 

公募型 

プロポーザル方式 

概
要 

・ 資 格 要 件 を 満 た す 中

で、最も低価格で入札

した事業者と契約を行

う方式 

・事業者からの技術的提

案を基に、価格や性能

等を総合的に評価して

契約者を決定する方式 

・最も優れた技術提案を

行った事業者を優先交

渉権者として、価格や

施工方法等を交渉し契

約する方式 

特
徴 

・透明性、競争性、公正

性及び経済性を最も確

保することができる 

・能力の乏しい業者が落

札することによる品質

の低下や工期遅延等の

防止が期待できる 

・入札の段階で審査を行

うため、想定される問

題の事前把握が可能と

なる 

・具体的な仕様について

は提案を受けてから検

討できることから、手

続き開始までの準備期

間を短縮することが可

能である 

留
意
事
項 

・発注体制によっては契

約担当者の事務上の負

担が大きくなり、経費

増の懸念がある 

・競争参加資格の設定等

の運用次第で、不良・

不適格業者が参加する

懸念がある 

・中立かつ公正な審査/評

価を行う体制を整え、

評価方法についてはそ

の内容を公表する必要

がある 

・手続き期間が長期にわ

たる懸念がある 

・競争参加者の見積金額

と発注者の予算規模と

の間に大きなかい離が

生じ、優先交渉権者と

の契約が不成立となる

場合もある 

・技術提案の審査及び評

価、価格や施工方法等

に関する交渉等を、中

立かつ公正に行うこと

ができる体制が必要で

ある 
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７. 財源計画 

（１）循環型社会形成推進交付金制度 

① 制度の概要 

循環型社会形成推進交付金制度は、従来の「廃棄物処理施設国庫補助制度」

に代わり平成 17 年度に創設された制度であり、廃棄物の 3R（リデュース・リ

ユース・リサイクル）を統合的に推進するとともに、自治体の自主性と創意工

夫を活かしながら、広域的かつ総合的に廃棄物処理施設等の整備を進めること

で、循環型社会の形成を目的としています。 

交付対象は、「人口 5 万人以上、または面積 400km²以上の地域計画もしく

は一般廃棄物処理計画対象地域を構成する市町村」及び「これらの市町村から

委託を受けて一般廃棄物の処理を行う地方公共団体」となっています。 

本事業では、可燃ごみ処理施設は「エネルギー回収型廃棄物処理施設」、不

燃・粗大ごみ処理施設及び資源化施設は「マテリアルリサイクル推進施設」と

して、交付金の活用が可能です。なお、令和４年４月よりプラスチックに係る

資源循環の促進等に関する法律に基づき、プラスチックごみ（製品プラスチッ

ク含む）の分別収集及びリサイクルが交付要件の一つとなっています。 

循環型社会形成推進交付金制度における対象事業を表 4-7-1 に示します。 
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表 4-7-1 循環型社会形成推進交付金の交付対象事業 

交付対象事業 交付限度額を算出する場合の要件 

１．マテリアルリサイクル推進施設 施設の新設、増設に要する費用 

２．エネルギー回収型廃棄物処理施設 同 上 

３．高効率ごみ発電施設※1 同 上 

４．廃棄物運搬中継施設 同 上 

５．有機性廃棄物リサイクル推進施設 同 上 

６．最終処分場※2 同 上 

７．最終処分場再生事業 事業に要する費用 

８．廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業 同 上 

９．廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業※3 同 上 

１０．漂流・漂着ごみ処理施設 施設の新設、増設に要する費用 

１１．コミュニティ・プラント 同 上 

１２．浄化槽設置整備事業 事業に要する費用 

１３．公共浄化槽等整備推進事業 同 上 

１４．廃棄物処理施設基幹的設備改造※4 

設置後原則として７年以上経過した機械及び装置等で

老朽化その他やむを得ない事由により損傷又はその機

能が低下したものについて、原則として当初に計画し

た能力にまで回復させる改造に係る事業に要する費用 

１５．可燃性廃棄物直接埋立施設※5 施設の新設、増設に要する費用 

１６．焼却施設（熱回収を行わない施設）※5 同 上 

１７．施設整備に関する計画支援事業 

廃棄物処理施設整備事業実施のために必要な調査、計

画、測量、設計、試験及び周辺環境調査等に要する費

用 

１８．長期広域化・集約化計画策定支援事業 

中長期における持続可能な適正処理の確保に向けたご

み処理の広域化及びごみ処理施設の集約化について

（通知）（令和6年3月29日環循適発第24032923

号）に基づく長期広域化・集約化計画の策定のために

必要な調査、協議会の設置・運営等に要する費用 

資料：循環型社会形成推進交付金交付要綱（令和 6 年 4 月） 

 
※１ 平成２５年度以前に着手し、平成２６年度以降に継続して実施する場合又は当該施設に係る第１８

項の事業を平成２５年度に実施している場合に限る 

※２ 可燃性廃棄物の直接埋立施設を除く 
※３ し尿処理施設に限る 
※４ 沖縄県のみ交付対象 
※５ 沖縄県、離島地域、奄美群島のみ交付対象 
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② 交付率及び交付上限 

本事業において循環型社会形成推進交付金制度を活用した場合に想定される

交付率を表 4-7-2 に示します。 

 

表 4-7-2 各施設の交付率 

対象施設 交付率 

可燃ごみ処理施設 1/3 あるいは 1/2※ 

不燃・粗大ごみ処理施設、資源化施設 1/3 

※ 高効率エネルギー回収に必要な設備（及びそれらを備えた施設に必要 

   な災害対策設備） 

 

ただし、令和 6 年度より循環型社会形成推進交付金等を用いた一般廃棄物焼

却施設の整備について、単位処理能力当たりの交付対象経費上限額（建設トン

単価上限値）が設定されており、本整備事業にも適用される可能性が高いこと

に留意する必要があります。 

施設規模ごとの交付対象経費上限額を表 4-7-3 に示します。 

 

表 4-7-3 施設規模ごとの交付対象経費上限額（建設トン単価上限値） 

施設規模 交付対象経費上限額（建設トン単価上限値） 

30ｔ/日未満 －/（ｔ/日）     

30ｔ/日以上 50ｔ/日未満 150 百万円/（ｔ/日）     

50ｔ/日以上 100ｔ/日未満 130 百万円/（ｔ/日）     

100ｔ/日以上 150ｔ/日未満 107 百万円/（ｔ/日）     

150ｔ/日以上 200ｔ/日未満 95 百万円/（ｔ/日）     

200ｔ/日以上 250ｔ/日未満 88 百万円/（ｔ/日）     

250ｔ/日以上 300ｔ/日未満 82 百万円/（ｔ/日）     

300ｔ/日以上 350ｔ/日未満 78 百万円/（ｔ/日）     

350ｔ/日以上 400ｔ/日未満 75 百万円/（ｔ/日）     

400ｔ/日以上 450ｔ/日未満 72 百万円/（ｔ/日）     

450ｔ/日以上 500ｔ/日未満 70 百万円/（ｔ/日）     

500ｔ/日以上 550ｔ/日未満 68 百万円/（ｔ/日）     

550ｔ/日以上 600ｔ/日未満 66 百万円/（ｔ/日）     

資料：循環型社会形成推進交付金等に係る施設の整備規模について（通知・令和 6 年 3 月） 
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（２）地方債 

一般廃棄物処理事業債は、計画施設の財源として充当される起債であり、充当

率は交付金対象事業が 90％、対象外事業が 75％となり、起債償還後には交付税

措置として交付対象事業の 50％と交付対象外事業の 30％がそれぞれ地方交付税

として還付されます。 

 

（３）財源内訳例 

交付金並びに起債の活用を踏まえた、施設整備費（建設費）に対する財源内訳

例を図 4-7-1 に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7-1 財源内訳例（交付率 1/3 の場合） 
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第５節 想定事業スケジュール 

新清掃施設整備事業にあたっての想定スケジュールを表 5-1-1 に示します。 

プラントメーカーへのアンケート調査の結果、設計から工事の完了までに要する

期間は整備手法（合棟あるいは別棟）の違いに関わらず 5 年前後（4.5～5.5 年）の

想定となっています。 

令和 19 年度を新施設の稼動目標年度とするにあたって、関係者間の協議・合意

形成、各種調査の実施及び関連計画の策定等を計画的に進めていく必要があります。 

令和８年度までの関係市間の協議については、主に循環型社会形成推進交付金交

付要綱等に基づく広域化及び集約化の可能性調査や分別回収の方向性についての協

議を予定します。  

また、現状の交付金制度においては、跡地を利用して新施設の建設用地とする場

合、あるいは新施設の竣工年度末日から３年以内に解体工事に着手する場合であれ

ば、既存施設の解体についても、循環型社会形成交付金制度の対象事業となること

が示されており、適切な時期を見極めて実施するものとします。 

 

表 5-1-1 想定事業スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

　　　　　　　　　　　 項目
年度

施設整備基本構想

関係市間の協議

循環型社会形成推進地域計画

測量・地質調査等

施設整備基本計画

PFI導入可能性調査

生活環境影響評価

事業者選定

設計・建設工事

新施設稼働

R11R6 R7 R8 R9 R10 R18 R19 R20R12 R13 R14 R15 R16 R17
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第６節 今後の課題について 

１. 関係市間での方向性の合意・決定について 

（１）ペットボトル及びプラスチックの分別・収集方針 

令和４年４月より施行されている「プラスチックに係る資源循環の促進等に関

する法律」において、市区町村はプラスチック使用製品廃棄物の分別の基準を策

定し、その基準に従って適正に分別して排出されるように市民に周知するよう努

めなければならないとされています。 

現在、関係 3 市の容器包装プラスチック及び清瀬市、東久留米市のペットボト

ルは本組合の施設に搬入されず、民間事業者にて委託処理を行っていますが、今

後新たに製品プラスチックの分別・収集を実施するにあたっては、分別の区分や

各品目の処理主体等の事項について関係市間で十分に協議の上、早い段階で方向

性を定める必要があります。 

 

（２）ごみの分別・収集区分見直し 

現在不燃ごみあるいは粗大ごみとして搬入されているごみのうち、破砕不適物

や有価鉄類、可燃性残さ等については本組合内で特段追加の費用負担なく適正に

処理がされているものの、選別されるプラスチック類、ゴム類、ガラス及び陶磁

器類などの破砕処理物については、民間事業者へ費用を負担し処理を委託してい

る状況です。 

近年ではごみ処理技術の進歩により、現在本組合に不燃ごみとして搬入されて

いる（リサイクルに適さない）汚れたプラスチック類、革製品、ゴム製品等につ

いても、可燃ごみとして安全に焼却処理した上でサーマルリサイクルに活用する

ことも可能となっており、多くの自治体において主流の分別・処理区分となって

います。 

施設での処理負荷や外部委託費用の軽減・最適化を図るためにも、関係市のご

みの分別・収集区分全般について（１）と併せて協議を行い、今後の施設更新に

際しては、時代に適合した方法で最適化していくことが望ましいと考えられます。 
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２. より詳細な設計条件の設定について 

今回示した概算事業費や工事工程は、「各品目の必要処理能力に対して想定される、

一般的な処理施設」を想定したものであるため、選択する整備手法や配置・動線計

画、導入する技術や機能等により、大きく変動する可能性があります。 

特に施設の配置・動線計画は、整備事業の進め方や工事期間にも直結する内容で

あるため、以下に示す事項について十分考慮の上、今後検討及び具体化を進めます。 

 

① 施設整備期間における広域支援要請等の必要性について 

整備工事にあたり既存施設の稼動継続が困難な場合、ごみ処理の広域支援要

請が必要となるため、整備期間のごみ処理の方針等も含め検討を行います。 

 

② 車両出入口の設定と合理的な動線の確保について 

構内における車両動線の合理性を図るとともに、周辺道路の状況を十分考慮

し、関係者や来場者等の安全を確保します。 

 

③ 既存施設（し尿処理施設等）の今後のあり方（移設・解体等）について 

新施設の計画にあたって、更新予定施設以外の既存施設（し尿処理施設等）

の移設や解体といった今後のあり方について、十分な検証を行います。 

 

④ 処理物及び残さの場内輸送における手法の選択と効率化について 

処理物や処理残さの場内輸送が必要となる場合は、その手法及びルートにつ

いて効率化が図られるよう、検討を行います。 

 

⑤ 見学来場者等の安全確保や見学ルートの合理性について 

性別・世代問わず多くの住民が施設見学に訪れることを想定し、安全かつ合

理的な見学ルートの設計を行うとともに、見学機能の充実を図ります。 

 

⑥ 建屋及び煙突の位置・高さ等による、周辺環境や景観等への影響について 

大気汚染・水質汚濁・騒音・振動・悪臭等の規制基準、周辺生態系及び景観

等への影響等を十分に考慮した上で、建屋及び煙突の位置・高さを設定します。 

 

⑦ 工事実施期間における第三者の安全性確保について 

工事実施期間における関係者や来場者、周辺住民の安全確保を十分に考慮の

上、資材置き場等の選定や工事車両動線の検討を行います。 

 

⑧ 導入機能の種類及び規模について 

経済性や合理性、周辺地域における価値の創造等について十分考慮の上で、

導入する機能の種類及び規模を決定します。 



 

73 

３. 広域化・集約化の検討について 

ごみ処理の広域化については平成 9 年以降、環境負荷の軽減等を目的として、国

や各都道府県の主導により広域化計画の策定や広域整備の推進等が行われてきまし

たが、持続可能な適正処理、気候変動対策、資源循環、災害対策、多面的地域価値

の創出等の推進といった観点から、近年より一層広域化・集約化の動きが強まって

います。 

令和 6 年 3 月の環境省通知（環循適発第 24032923 号）においても、ごみ処

理の広域化及びごみ処理施設の集約化について言及されており、具体的には「既に

100t/日以上300t/日未満の施設を設置している地域については300t/日以上のご

み焼却施設を、既に 300t/日以上 600t/日未満の施設を設置している地域について

は 600t/日以上のごみ焼却施設の設置を含め検討すること」とされていることから、

今後交付金の活用といった財源計画や、整備事業の進行そのものに影響が生じる可

能性も考えられます。 

本組合では既に一定の広域処理を実施していますが、社会情勢の変化や環境・災

害等への対応といった諸課題が存在する中で、国からも更なる広域化・集約化の検

討が求められており、現在隣接する東村山市との間で協議会を設置し、広域化・集

約化の可能性について検討を進めています。 

今後、関係市間の合意及び地域住民の皆様のご協力の下、改めて整備の方向性を

ご提示するとともに、整備事業や廃棄物処理事業のあり方についても、継続的に議

論を進めてまいります。 

 



 

 

 

 


